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第３次行財政改革大綱後期行動計画進行管理票とりまとめ一覧（令和７年度実績見込）
行財政改革の体系

行動計画の取組項
目

具体的な取組 担当課 令和７年度計画 令和７年度実績
担当課
の評価

今後に向けた課題等 参考指標
2025年度

（実績見込）
2025年度
（目標）

R6年度
担当課

管理
票P

１
市
民
へ
の
ア
プ
ロ
ー

チ

⑴わかりやす
い情報提供

①市民ニーズに応
じた情報提供

発信したい情報によって適切な媒体を判断
して情報発信を行う。

協働まちづくり課
ほか

・各課に対し、LINEサービスや各種SNSのさ
らなる活用を促すとともに、市民にLINEとも
だち登録などの受信設定を促す。

・各課に対し、随時LINEでの情報発信を促
している。情報が見やすいものかチェックし、
より伝わりやすい情報発信に努めるよう各課
担当者へ指導助言している。
・広報紙、チラシ配布でLINE登録を促した。

○

・わかりやすい、見やすい情報発信をするよ
う各課の担当者に促し、LINE登録者数を増
やし、ブロック数は増えないようにする。

公式ＬＩＮＥ登録者数 12,855件 17,000件
協働まちづくり

課ほか
1

1 ⑴ ① 感染状況、感染対策などの緊急事案につい
ては、公式ＬＩＮＥやホームページを活用す
る。

健康づくり課

・今年度より、熱中症警戒アラートのLINE配
信について、環境省のツール活用し、市民
への周知を図っている。
・引き続き、感染症に関する情報だけでなく、
健康を害する可能性のある食中毒や熱中症
予防に関する情報等も、随時発信をしてい
く。

・熱中症警戒アラートのLINE配信を環境省
のツール活用に変更し、LINEやHP等にて市
民への周知を図った。
・食中毒警報やインフルエンザ等の感染症
に関する注意情報について、随時情報発信
をした。
【情報発信数】
・食中毒警報：２回

○

・熱中症警戒アラートのLINE配信方法につ
いて、今年度変更をしたが、大きな混乱も生
じず、啓発方法の切替えを行うことができた。

健康づくり課 2

1 ⑴ ① 【DX】わかりやすくタイムリーな災害情報の伝
達

危機管理課

・ホームページやＳＮＳを活用し、火災情報、
台風や警報などの気象情報や地震速報とそ
れに伴う避難所開設状況など、タイムリーな
災害情報を発信する。
・ホームページや防災講座などで、市民に公
式LINEやメール配信サービスへの登録を促
進する。

・ホームページやＳＮＳを活用し、火災情報、
台風や警報などの気象情報や地震速報とそ
れに伴う避難所開設状況など、タイムリーな
災害情報を発信することができた。 ○ 危機管理課 3

1 ⑴ ②積極的な情報
公開の推進

最新の市政の取組や現状など情報をわかり
やすく発信するため、ホームページの更新
やリニューアルを行う。
広報紙の内容を精査するとともに、重要施策
についての特集等を積極的に掲載する。

協働まちづくり課

・ホームページのリニューアルは行わない
が、現システムを継続使用し、各課に対し、
よりLINEや広報紙と連動したページ作成や
イベントカレンダー機能の活用を促し、市民
の利便性を向上させる。
・広報紙は人々の目を惹きつけるような表紙
にして、手に取ってもらうきっかけを作る。特
集記事も毎月掲載し、市政情報へのハード

・ホームページや防災講座などで、市民に公
式LINEやメール配信サービスへの登録を呼
びかけた。

△

・広報担当だけが情報発信に必死になる状
況が続き、市民が情報を取得しやすい環境
が確保されない。伊豆の国市役所の職員に
は、広報（市民へ伝わる情報発信）は全職員
にとって業務の一部であるという意識づけが
必要である。

市ＨＰ更新数 5,786件 6,402件 協働まちづくり課 4

1 ⑴ ② ホームページに掲載する市の財政状況の内
容について見直す。

財務課

・当初予算関連の市民向け資料を掲載す
る。

・当初予算書記者発表資料は記者会見後速
やかにホームページに掲載することとした。
（予算書掲載は議決後）
・補正予算書を、議決後随時掲載した。

○ 財務課 5

1 ⑴ ② 【DX】オープンデータの推進（市保有の公共
データを二次利用可能な形で公開する取組
を進める。）

情報政策課

・より探しやすい、より分かり易い情報を公開
するために、デジタル技術を活用しオープン
データのデータ様式の統一化や一覧性の向
上を検討していく。
・LINE公式アカウントで市民への情報発信か
らオンライン申請までが実施できる手続き数
の拡大を進めていく。

・公開済みオープンデータ18件の内容見直
し、更新を行ったほか、新たに２件のオープ
ンデータを公開した。
・LINE公式アカウントは、１月より開始した窓
口予約などの取組を取り込むことで、情報発
信以外の機能面の強化を図った。

△

・オープンデータの公開について、活用場面
が創出できておらず、公開データの拡大に
至っていない。他自治体の活用事例や効果
を示し、公開に対するデータ所管課のハード
ルを軽減し理解を促していく。

情報政策課 6

1 ⑵市民ニーズ
の把握

①対話による広聴
活動の充実

令和５年度から「市長と語ろう」を拡大して開
催し、多様な市民との対話の機会を増やす。
区の諸問題解決に向け、要望書から担当課
による直接の相談対応に変更し、より迅速か
つ簡潔に処理する。

協働まちづくり課

・多様な市民との対話の機会を増やすため、
一般団体(5名以上)との開催を積極的に取り
組んでいく。
・区（自治会）については、地区要望書の内
容を、引き続き丁寧かつ迅速に対応する。

・「市長と語ろう」を21回開催した。
（一般団体4回、区（自治会）17回）361人参
加
（一般団体28人、区（自治会）333人）
・「地区要望書」を230件受け付けた。
（本年度全実施63件、本年度一部実施11
件、次年度以降実施25件、関係団体へ要望

○

・「市長と語ろう」については、新たに７地区
で実施したものの、テーマ設定が困難な地
区もあり、今後は共同開催も促す。
・「地区要望書」においては、回答が滞る案
件も多く、担当部署と調整を図る必要があ
る。

「市長と語ろう」開催回数 21回 20回 協働まちづくり課 7

1 ⑵ ②意見聴取チャネ
ルの充実

モバイル端末を活用したアンケート調査につ
いて、庁内で有効性を共有し、活用機会の
拡大する。

企画課
・子育て支援に関する取組アンケート ・「子育て応援アプリを活用した情報発信に

ついてのアンケート」を実施し、市民ニーズ
の把握に努めた。

○ 企画課 8

1 ⑵ ② パブリックコメント手続きによって多くの意見
が計画等に反映できるよう、実態を調査し、
適切な運用を促す。

行政経営課

・パブコメの実施手続（要綱）を全庁的に浸
透させるため、掲示板に新要綱（前年度改
正したもの）を掲載し、新要綱での運用を周
知していく。
・今年度実施予定のパブコメを調査し、公表
する。

・パブコメの実施手続を全庁的に周知した。
・令和７年度に予定しているパブコメについ
て全庁調査を行い、HPに掲載した。年間の
パブコメ実施計画をあらかじめ案内すること
で、周知の強化を図った。
（速報値　実施件数５件、うち意見のあった
件数２件）

○
パブリックコメントで意見
提出があった事案の割
合

40% 100% 行政経営課 9

1 ⑶市民活動の
推進

①市民活動団体間
の連携推進

「まちづくり団体プラットフォーム」の設立・運
用

協働まちづくり課

・引き続き、多様な団体等の出会いや情報
交換ができる場を提供し、活動を支援するた
めの取組を行っていく。また、各種助成金等
の紹介・相談・申請サポートを実施する。

・10月に研修会、2月に情報交換会を開催し
た。
・随時、市HPやLINE等によるイベント等の周
知、各種チラシや情報誌等の公共施設への
配架、LINEを活用した各団体の情報共有な
どの支援を行った。

○

・団体を支援するための助成金等の予算確
保が難しいため、民間団体等が実施する各
種助成金制度の活用を推奨する。
・新規団体の加入促進。
・新市民交流センター内のフリースペースを
団体が自由に利用できる空間として検討す

まちづくり団体プラット
フォーム参画団体数

26団体 26団体 協働まちづくり課 10

1 ⑷市民力の活
用

①市民・地域との協
働

地域の賑わいづくりを推進するため、市民団
体や事業所等との連携による観光まちづくり
の推進体制を構築する。

観光文化課

・行政だけでは実施できない事業を展開する
ため、“官民連携地域活性化取組体制”を活
用し、課題解決に向けた活動を行う。

・“官民連携地域活性化取組体制”として、
温泉街における官民連携イベントを継続的
に実施し、併せて民法放送を活用したPRを
実施した。
・エロイカジャパン2025を民間主導により召
致し、併せて官民連携による大会運営を
行った。

◎ 観光文化課 11
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第３次行財政改革大綱後期行動計画進行管理票とりまとめ一覧（令和７年度実績見込）
行財政改革の体系

行動計画の取組項
目

具体的な取組 担当課 令和７年度計画 令和７年度実績
担当課
の評価

今後に向けた課題等 参考指標
2025年度

（実績見込）
2025年度
（目標）

R6年度
担当課

管理
票P

1 ⑷ ① 地域学校協働本部の活動の推進

生涯学習課

①中学校３校の地域学校協働本部の設置
②2024年度に拡大した事業計画の定着、
ルーチン化
③韮山小学校「チームにらっこ」の立て直し

①設置に向け学校と協議中である。
②は以下のことを定着・ルーチン化した。
・大仁北小での登校見守り
・大仁北小での環境整備支援（児童委員会
活動、花壇・プランター手入れ、休業時水や
り）
・大仁北小での学習支援（放課後学習個別
指導）
・大仁小での登下校見守り（区長ほか地域住
民有志参加）
・大仁小での環境整備支援（学校農園の耕
耘・除草）
・韮山南小での下校付き添いボランティア
・長岡北小での環境整備支援（敷地内の草
刈り）
・長岡北小での下校見守り
③7月、２月に韮山小校長、教頭と課題協議

△

・令和8年度に中学校3校で地域学校協働本
部を設置する。（７年度に設置する計画だっ
たが、中学校３校との協議により８年度設置
に延期。計画通り設置に至らなかった）

地域学校協働本部設置
校数

6校 9校 生涯学習課 12

1 ⑷ ②企業との連携・
協働

包括連携協定を締結した事業者と年１回以
上協議の場を設けて具体的な取組を協議・
検討し、実施に向けて調整する。

企画課

・ガイドラインに基づく定例会議の実施。 ・ガイドラインに基づく定例会議は、16社中
11社で実施した。
・年度当初は式典含むイベント準備や庁内
会議等の影響で全社との定例会議は未達。
・年度途中には全社と個別に顔合わせや事
業連携のやり取りを行い、連携体制の維持

△

・今後は、協定締結企業との定期的な協議
機会の確保と、具体的な連携事業の推進が
課題である。

連携協定企業数に対す
る協議実施企業数の割
合

68.75% 100% 企画課 13

1 ⑷ ② 脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネ
ルギーの利用促進等、市の環境政策に関す
る提案を公募し、企業との連携協定による事
業を推進する。 環境政策課

・大仁中学校に設置した太陽光発電設備に
ついて、連携事業者の維持管理の下で20年
間の運用を行っていく。
・他の公共施設への太陽光発電設備設置に
向け、選定及び調査を実施していく。

・大仁中学校に設置した太陽光発電設備で
の電力供給を令和７年５月から開始した。
・伊豆の国市斎場（梛の杜）、韮山反射炉ガ
イダンスセンター、アクシスかつらぎにおい
て、太陽光発電設備設置の可能性を見極め
るための調査を実施した。

○

・公共施設の耐用年数、教育施設について
は統廃合の動きがあること、屋根の耐荷重の
問題もあり、太陽光発電設備の設置が困難
な場所が多いことから、国の交付金又は補
助金の活用、市の財政状況を鑑み、屋根へ
の太陽光発電設備設置以外の新しい手法
による、創エネ導入を調査・研究する。

環境政策課 14

２
行
政
の
取
り
組
み

⑴行政運営の
見直し

①効果的な行政
運営

【DX】オープンデータ、ビッグデータを利用し
たEBPMの推進

企画課ほか

・RESASや市民アンケートの結果を総合計画
や総合戦略の改訂に役立てていく。
・市町村アカデミーにおける「政策企画」の研
修に参加し、研修を通じてEBPMに関する理
解を深める。

・RESASによる客観的データ分析によるニー
ズ把握を統合し、エビデンスに基づいた実効
性の高い次期総合戦略等を策定した。
・企画係の職員1名が市町村アカデミーにお
ける「政策企画」の研修に参加し、EBPMに
関する理解を深めた。

○

・客観的なデータ分析と主観的な市民ニー
ズを、いかに実効性の高い具体的な施策や
KPIへと論理的に結びつけるかが課題となっ
ている。

企画課ほか 15

⑴ ① 【DX】AI-OCR、RPAを活用した業務の効率
化
【DX】AI議事録の導入
【DX】無線対応端末の利活用推進
【DX】ビジネスチャットツールの導入
【DX】市民向けチャットボットの導入

情報政策課ほか

・AI-OCRを導入し、以下の業務で紙からデ
ジタル（電子データ）への変換及び電子デー
タを利活用することで、業務の効率化に繋げ
る。
①敬老祝金支給口座情報（長寿介護課）
②印鑑登録原票（市民課）
③償却資産申告書（税務課）
・新しいデジタル技術の導入及び導入後の
効果について検討を行っていく。
・生成AIを活用した庁内での業務改善事例

・AI-OCRについて、以下の業務で本番運用
を行った。
①敬老祝金支給口座情報（長寿介護課）
②印鑑登録原票（市民課）
③償却資産申告書（税務課）
・長寿介護課では30時間／年、市民課では6
時間／年の時間削減を行うことができた。
（税務課については、今後効果の検証を行
う。）

○

・デジタル技術について全庁的に認知・活用
が進んでいるものの、各課の業務改善への
取組余地は残されていると想定される。引き
続き業務プロセスの見直しの支援や相談体
制を検討していく。 AI-OCR、RPA導入数 9件 13件

情報政策課ほ
か

16

⑴ ① 【DX】福祉サービスのデジタル化
【DX】福祉サービスのデジタル化（市発信の
面談等）

情報政策課
福祉事務所

・地域資源情報管理システムに掲載する地
域資源情報の充実を図る。（社会福祉課）
・地域資源情報管理システムを活用し、連携
して相談支援を行う。（社会福祉課）
・低所得者支援・定額減税補足給付金（不足
給付）に伴う支給確認をオンライン化及び
FAQをオンラインで対応する。（社会福祉課）
・引き続き、伊豆の国市LINE公式アカウント
を活用する
①避難所情報等の発信、ひきこもり相談の
予約受付（社会福祉課）
②児童のサービス申請時及び更新時の面
談予約受付（障がい福祉課）
③市民ニーズに応じた情報提供(長寿介護
課）
④子育てに関する情報発信（こども家庭セン
ター）

・地域資源情報管理システムを活用し専門職向け情
報誌「あくしゅ」を掲載した。（社会福祉課）
・地域資源情報管理システムの活用を図るため操作
説明会を実施した。また、会議日程調整や経過記録
の共有を行った。（社会福祉課）
・低所得者支援・定額減税補足給付金（不足額給
付）支給に伴う問合せへの対応にロゴフォームを活
用し、給付事務委託料277万円を削減した。（FAQの
表示及びメール等での回答希望申請手続き）（社会
福祉課）
・物価高騰対策低所得世帯支援給付金についてオ
ンライン申請を受付し、支給要件確認を行った。（電
子申請率14％）（社会福祉課）
・居住支援協議会kintone管理アプリから構成員管
理、一斉連絡等を行った。（社会福祉課）
LINE公式アカウントの活用
①9/5に避難所を開設した際、LINEで情報発信を
行った。また、市民ふれあい広場の開催についても
LINEで情報を発信した。ひきこもり相談の受付を
LINEで行っているが、LINEを使って予約を行った人
はいなかった。（社会福祉課）
②児童のサービス申請時及び更新時の面談予約受
付　86件（障がい福祉課）
③施設の臨時休館や高齢者福祉施設説明会につ
いてお知らせを行った。（長寿介護課）
④地域子育て支援センターだよりの掲載によるイベ
ント等のお知らせ、物価高対応子育て応援手当他助
成、手当制度の周知を行った。（こども家庭セン

○

・地域資源情報管理システムに掲載した情
報の整理を行ったが、今年度新たに掲載し
た情報は少なかった。社会福祉協議会や他
課にも周知し、幅広く掲載情報を収集する。
（社会福祉課）
・地域資源情報管理システムは、職員間でも
まだまだ活用が図られていない。団体管理
やケース会議後の情報共有、市民への情報
発信の手段等、様々な場面で地域資源情報
管理システムを利用できることを周知し、活
用を促進する。（社会福祉課）
・kintoneやロゴフォームを活用できる職員が
限られている。研修会への参加を促す等、
利用促進を図る。（社会福祉課）

情報政策課
福祉事務所

17
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第３次行財政改革大綱後期行動計画進行管理票とりまとめ一覧（令和７年度実績見込）
行財政改革の体系

行動計画の取組項
目

具体的な取組 担当課 令和７年度計画 令和７年度実績
担当課
の評価

今後に向けた課題等 参考指標
2025年度

（実績見込）
2025年度
（目標）

R6年度
担当課

管理
票P

⑴ ① 【DX】紙消費量削減推進のための庁内環境
整備

管財営繕課ほか

・紙印刷使用実績の集計結果を全庁的に周
知し、啓発を実施する。ただし、個人情報は
伏せたものとする。
・使用量上位者には、個別調査を実施する。

・前年度と同様使用状況を調査し、使用頻度
の多い職員へヒアリングのうえ個別啓発を実
施した。
カラーコピーの大量使用は、極力印刷機を
利用するよう呼びかけすることにより若干削
減傾向にある。
【複合機における実績】
・認証印刷システム導入率：24台/51台≒
47％（新規導入なし）
・R7紙印刷数（R8.2末現在）
2,078,675枚/年（長岡）
   716,227枚/年（大仁）
2,794,902枚

△

・使用量上位者へ指導したことによりわずか
な効果はみられているが、顕著な成果はみら
れず、導入効果を引き上げる新たな取組が
必要と考える。

・認証印刷ｼｽﾃﾑ導入率
・紙印刷数

導入率47%
R6比△0.9％

(全体)

100％
R4比△5％

管財営繕課ほか 18

⑴ ① 【DX】電子決裁（事務文書、財務会計）の導
入

行政経営課ほか

・2027年度の完全導入に向け、予算の確保
を目指す。

・事務文書の電子決裁のシステム等につい
ての業者から提案を受けた。
・関係各課と先進地視察を行った。（神奈川
県座間市）
・職員休暇や時間外申請について、キントー
ンを使ったシステム構築ができなかった。

△

・引き続き導入を目指すが、電子決裁は主に
内部事務で使用するシステムであること、シ
ステム導入後は経常的に経費が発生するこ
とから、現在の本市の財務状況では導入が
困難であり、国県からの補助金などの財源を
確保しないと導入は難しい。

行政経営課ほ
か

19

⑴ ① 【DX】健康マイレージのデジタル化

健康づくり課

・健康ポイントラリーの試行運用より、抽出さ
れた課題について改善し、「いずのくに健康
マイレージ」のLINE化の本運用に向け、情
報政策課を交え、引き続き協議を行ってい
く。

・健康マイレージのデジタル化運用（LINE化
に向けた取組）は、情報政策課との協議を重
ねた結果、現業者での対応導入が難しいと
の結論が出たことから導入を見送った。

▲

・市公式LINEを活用した健康マイレージの
デジタル化運用は、試行着手できる体制と
なった段階で改めて検討する。 健康づくり課 20

⑴ ① 【DX】ドローンの活用
【DX】災害時の情報共有ツールの活用

建設課ほか

・建設業協会と連携し、災害時の被災状況を
共有するツールを開発して活用を推進する。

市建設業協会がアプリ製作会社に提案を持
ち掛け、LINEアプリをベースに開発した災害
時の被害状況共有ツールを市が連携して実
証実験として導入した。また、アプリ実証運
用を目指した操作説明会を実施した。

△

・実証運用後の本格運用に向けた更新・アッ
プデート等の費用負担を検討する。
・災害規模や状況に応じた運用ルールの細
部にわたる検討が必要である。
・実際に操作する職員及び協会員の操作性
の向上を図る。

建設課ほか 21

⑴ ②健全な財政運
営の堅持

歳出のスリム化（スクラップ＆ビルド）を進める
ため、個別テーマを設定し具体的な見直し
検討を行う。

財務課、
行政経営課ほか

・各事業の複数年の見通しを踏まえた事業
見直しを実施する。

・次年度当初予算編成に向けた事業見直し
ヒアリングの対象事業を抽出し、副市長協議
を実施した。
・次年度以降の大型事業を見込んで財政５
か年計画を更新した。

○

・事業見直しヒアリングの効果は限定的であ
り、継続的な実施が必要である。

財務課、
行政経営課ほ

か
22

⑴ 市費補助金の見直しに関するガイドラインを
検証し、担当課が自発的に補助金の効果の
検証や見直しを行う方策を立てる。

行政経営課

・市費補助金見直しに関するガイドラインを
改訂する。
・令和２年度に示された補助金の見直しの方
向性に対する進捗状況を取りまとめ、検討を
完了する。

・新たな市費補助金の見直しに関するガイド
ラインの策定には至らなかった。

△

・補助金は見直しの方向性が示されているも
のの、中には交付団体との調整などから改
善や廃止の検討が進まないものや現在も競
技中のものもある。
・利用者が特定の団体等に限られることを防
ぐとともに、公平で透明性の高い行政運営を
進めるためにも、補助金情報の可視化を進
める必要がある。

市費補助金見直し実施
率

83.0% 100% 行政経営課 23

⑴ ② 公金収納手数料について、静岡県や県市長
会と共同し、金融機関と協議する。

会計課

・公金収納手数料の各金融機関からの増額
要望については、金融機関と引き続き協議
するとともに、静岡県行政経営研究会の場
等で、県内市町の現状を把握し、公金収納
手数料について適切な判断を図っていく。

・金融機関とは令和８年４月からの窓口収納
手数料の増額についての継続した要望や、
また情報共有をするための面談を行った。

○

・中心となっている金融機関の動向が他の金
融機関の意向を大きく作用する状況が変わ
らない。
・県内市町との情報共有がうまく取れていな
いことが課題となっている。

会計課 24

⑴ ③保有資産の最
適化

伊豆の国市公共施設再配置計画審議会を
設置し、現状に即した再配置計画とするた
め、必要に応じて見直しを行う。

企画課

・公共施設カルテを通じて、継続的に進捗管
理を行っていく。
・公共施設再配置計画（中期計画）を年度内
に策定する。

・公共施設カルテの更新をするとともに、公
共施設再配置計画及び公共施設等総合管
理計画の改定を行った。

○

・経年変化の把握については、従前どおりエ
クセル管理の必要が生じている。

企画課 25

⑴ ③ 文化施設の指定管理制度導入に向け、近隣
自治体の状況や施設利用者、利用事業等
の調査・分析を行う。 観光文化課

・指定管理者制度の導入に対する課題・問
題点等の洗い出し結果を踏まえ、市としての
方向性の判断を行う。

・指定管理者事業を受託している企業にヒア
リングを行った結果、施設の老朽化が著しく
受託は厳しいという結果であった。
・このことを踏まえ、現状での指定管理者制
度の導入は、不可能と判断した。

▲

・改定する公共施設再配置計画に基づき、
老朽化が著しい箇所を修繕しながら、後期
計画期間内を目途に、施設の統合などの方
向性の判断を行う。

観光文化課 26

⑴ ③ 指定管理者制度を導入する都市公園を選定
し、公募する。 都市計画課

・公園の包括管理委託や指定管理者制度な
ど適切な管理手法について、引き続き、調査
検討する。

・公園の包括管理委託や指定管理者制度に
ついて、可能性を調査及び検討し、対象公
園の選定を行った。

○
・今年度進めることができたのは対象公園の
選定までであり、今後は費用対効果などを継
続的に検討する必要がある。

都市計画課 27

⑴ ③ 民間ノウハウを活用した未利用資産の利活
用の検討を行うとともに、活用見込みのない
未利用資産は処分する。

管財営繕課

・未利用資産の情報を再整理する。（未検討
資産の中から優先度を意識して抽出）
・未利用資産の売却については、再度有効
な方法を検討し、整理を行う。

・未利用資産の再確認をし、インターネット
オークションを活用した公募を実施した。

△

・不動産鑑定額（時点修正済）と市場価格の
折り合いがつかない。
・資産自体に法的規制があるものが多く、売
却の足枷となっている。

未利用資産の売却公募
実施数

2回2物件 延べ3回 総務課 28

⑴ ④広域連携の強
化

広域的な事務研究会等へ積極的に参加し
て他自治体の状況を把握するとともに、関係
部署間で情報を共有し事務改善を促す。

企画課ほか

・他市町との情報交換のため、各種連絡会
や協議会に参加する。
・市制施行20周年記念に向け、伊豆市と連
携していく。

・他市町との情報交換のため、各種連絡会
や協議会に参加した。
※伊豆半島７市６町首長会・駿豆線沿線地
域活性化協議会・伊豆半島地域サミット・市
町地域政策会議・東部地域行政連絡会議
・伊豆市と合同で移住体験ツアーを実施し
た。
・昨年に引き続き、市制施行20周年事業の
一部を、本市と伊豆市の連携事業として、自

○ 企画課ほか 29

⑴ ④ 【DX】自治体情報システムの標準化・共通化

情報政策課

・標準仕様に準拠した業務プロセス、事務運
用を確立し、標準化後の処理が円滑に行え
るよう準備する。

・標準化後の処理が円滑に行えるよう、対象
各課、及びベンダーと調整を実施した。
11/25及び1/26に標準準拠システムに移行
予定だったシステムは移行が完了した。細か
な課題はあるものの、各業務おおむね移行
前と同様に稼働できている。

○

・現在取り組んでいる細かな課題の解消に
ついて、引き続き、担当課及びベンダーと対
応について進捗を共有し早期解消を目指し
ていく。

標準化・共通化移行割合 95.0% 100% 情報政策課 30
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第３次行財政改革大綱後期行動計画進行管理票とりまとめ一覧（令和７年度実績見込）
行財政改革の体系

行動計画の取組項
目

具体的な取組 担当課 令和７年度計画 令和７年度実績
担当課
の評価

今後に向けた課題等 参考指標
2025年度

（実績見込）
2025年度
（目標）

R6年度
担当課

管理
票P

⑵行政サービ
スの見直し

①ICTを活用した
行政手続の推
進

【DX】行政手続のオンライン化の推進
【DX】申請、届出、納付手続等の押印廃止
及び電子化

情報政策課ほか

・プロジェクトチームを設置し、全庁的な課題
としてオンライン申請を含めた住民接点に関
わるフロントヤード改革を検討し、住民の利
便性向上に向けた取組みを推進する。
・「書かない、待たない」市役所実現のため、
市民課窓口に４情報転記スキャナー及び来
庁窓口予約システムを導入する。（市民課）

・各課へのオンライン申請フォーム作成の伴
走支援を行ったことで、手続き数は昨年比2
倍程度、申請数は5倍程度となり、行かない
窓口の強化が実現された。
・市民課にて書かない窓口（４情報転記ス
キャナー）及び来庁窓口予約システムが導
入され、同時にレイアウトや運用フローの見
直しを実施することで、「書かない、待たない
窓口」がおおむね実現した。

◎

・オンライン申請の申請手続き数について、
増加しているものの部署により手続数に差が
ある。手続数が伸びていない部署に対して、
情報政策課員による伴走支援を行い、全庁
的に行政手続きのオンライン化を進めてい
く。

オンライン申請化された
手続件数

95件 72件 情報政策課ほか 31

⑵ ① 【DX】窓口業務の改革（書かない窓口の導
入）

市民課ほか

・情報政策課と協力し、運用の見直しやシス
テムの構築を図る。
・「書かない、待たない」市役所実現のため、
市民課窓口に４情報転記スキャナー及び来
庁窓口予約システムを導入する。（市民課）

・書かない窓口に向けた機器を10月に導入
し、各種申請書を極力書かない取組を開始
した。
・待たない窓口に向け窓口予約管理システ
ムを導入とともに運用改善を実施し極力待た

○

・窓口予約管理システムの周知を行い、予約
を主流としていきたい。
・各種手続きの適正化が必要である。 市民課ほか 32

⑵ ① 【DX】オンライン相談の導入
市民課ほか

・消費生活相談のDX化に向けた環境整備、
運用体制を整えていく。

・消費生活相談のDX化の環境整備は完了し
た。
・令和7年度より、10時から16時まで相談員を

○
・消費生活相談員の不在時間が多く発生し
た。 市民課 33

⑵ ① 【DX】市役所への証明書自動交付機の設置
市民課

・コンビニ交付手数料の減額についての検
討。

・手数料の見直しについては、検討した結果
引き続き現行の手数料とした。

○
・窓口の混雑化が解消されないため、少しで
もオンライン化を進めていく。

コンビニでの証明書交付
件数

7,065件
（R7.4～R8.1)

10,000件 市民課 34

⑵ ① 【DX】オンライン面接の導入

総務課

・テストセンター試験実施 ・年度途中及び次年度４月１日採用に向けて
計５回の採用試験を実施した。
・いずれも１次試験においてテストセンター試
験を活用した。

▲

・オンライン面接では相手の雰囲気や人物
像の見極めが難しく、当面の間、オンライン
面接は導入しない方針とした。

職員採用試験申込者 108人 200人 総務課 35

⑵ ① 【DX】マイナンバーカードの利活用の拡大

企画課ほか

・マイナンバーカードの利活用について検討
する。

・実績なし

×

・全庁横断的な調整と詳細な実務検討を要
するマイナンバーカードの利活用推進に対
し、現在の企画課の人員体制では執行体制
として限界がある。

企画課ほか 36

⑵ ① 【DX】電子図書館システムの導入

生涯学習課

・電子書籍450冊を購入予定。
・引き続きホームページ、広報誌、イベント等
でＰＲを実施する。
・冊数や内容が充実したところで、館内への
ポスター掲示により利用方法や利用可能書
籍のＰＲを実施する。

・選書方針を再検討し、より利用を見込める
小説等、制限つきを含む電子書籍470冊を
購入した。
・窓口でのカード交付時や妊婦乳児相談会
等で利用案内を配布した。
・中央図書館入口に新着コンテンツ紹介を
掲示した。

△

・特定の人しか利用していない状況が見受
けられる。今後多くの人に利用してもらうため
利用者のニーズに応じた蔵書の充実、周知
の強化を行っていく必要がある。

利用率
利用満足度

利用率26%
利用満足度

59％

50％
80％

生涯学習課 37

⑶安定し
た歳入の
確保

①徴収対策の強
化

【DX】手数料等の支払いに対するキャッシュ
レス決済の導入
口座振替、電子納付等推進の庁内ワーキン
ググループを組織し、進捗状況の共有や効
果的な取組等の情報共有及び取組の効率
化を図る。

会計課ほか

・国が令和８年９月から開始するeLTAX（納
税等をインターネット上で行えるシステム）を
活用した公金収納までに、現在の４税以外
についてもQRコードを用いた収納の検討を
進める。(料を含む。)

・キャッシュレス決済のプロジェクトチームを
立ち上げ、検討を開始した。
・４税以外のQRコードの導入や市役所の現
金取扱窓口におけるキャッシュレス対応を検
討した。

△

・税以外のQRコードの導入は実装可能な業
務から進めていく予定だが、システムの標準
化に時間を取られているシステムベンダーと
調整が取れていない。
・窓口におけるキャッシュレス決済について
は、導入経費が多額であるため、予算化が

手数料のキャッシュレス
決済件数

3,943件
（R7.4月～
R8.3月）

5,000件 会計課ほか 38

⑶ ① 【DX】ウェブでの口座振替登録の実施
会計課ほか 会計課ほか 39

⑶ ① 普通徴収分については口座振替を進めるこ
とで滞納繰越となる額を減らし、滞納繰越金
額の多い者には、重点的に滞納整理を行
う。

税務課ほか

・地方税統一QRコードによる電子納税を普
及させるため、広報や市ホームページに制
度の案内や納付方法等を掲載する。
・口座振替の勧奨については、窓口、電話で
の納税相談時の案内や広報、ホームページ
等で周知する。
・地方税統一QRコードに対応していない個
人住民税特別徴収については、納税通知書
に案内チラシを同封して、共通納税システム
を利用した電子納税の利用促進を図る。
・滞納者については、財産調査を実施し滞
納処分を行う。また、特に徴収困難な事案や
高額滞納者については、静岡地方税滞納整
理機構に移管し滞納整理を進める。

・地方税統一QRコードによる電子納税につ
いて、広報や市HPに制度の案内、納付方法
等を掲載した。
・催告状の発送を増やした。
・滞納者への調査を積極的に行い、資産の
ない担税能力がない人の滞納税額を執行停
止した。
・高額滞納者に財産調査を実施し滞納処分
を行った。また、特に広域な財産調査や徴
収困難な事案について、静岡地方税滞納整
理機構に移管した。

○

・更なるキャッシュレス納付を推進する必要
がある。

税務課ほか 40

⑶ ②ふるさと納税・
クラウドファン
ディングの活用

各課と連携し、ふるさと納税制度を活用した
クラウドファンディングの対象として適正な事
業を選定し、寄付募集を実施する。

商工課

・財務課・企画課を含め、クラウドファンディン
グ対象事業を選定し、寄付募集を実施する。

・パン祖のパンまつり事業の全国高校生パン
コンテスト及び英語で遊ぼう事業について、
ふるさと納税制度を活用したクラウドファン
ディングを実施した。

○

・職員にGCF活用について周知する必要が
ある。その上で、予算要求時点でGCF実施
する事業を決定しておくことで有効にGCFの
寄附金を活用する必要がある。

ふるさと納税を活用した
クラウドファンディング件
数

2件 延べ7件 商工課 41

⑷職員力
の強化

①働きやすい職
場環境の醸成

継続的な研修実施によりパワーハラスメント
に関する職員の理解を深める。また、相談体
制と事案発生時の初動対応体制を強化す
る。
ストレスチェックの活用や職員満足度調査の
実施について調査・検討し、実施に向けて調

総務課
学校教育課

・ハラスメント相談窓口の更新及び相談窓口
職員への研修実施。
・前年度未受講者へのハラスメント研修の実
施。

・ハラスメント相談窓口職員を更新し、新たに
担当となった職員５人を対象とした研修を実
施した。
・ハラスメント研修について、前年度対象とし
た職員以外の職種・職位を対象に全10回実
施し、計215人が受講した。

△

・過去に病気休暇を取得した経験がある職
員が再度取得する事例が多い。

病気休暇者数 12名
減少（基準値

比較）
総務課、

学校教育課
42

⑷ ②職員の意識改
革

職員提案制度を再度実施し、事務改善に対
する意識の高揚を図り、組織全体として事務
改善に取り組む人財を育成する。 行政経営課

・過年度の採択提案等のフォローアップを行
う。

・職員提案制度から、業務改善報告制度に
向けた検討を進めた。

▲

・職員提案制度では、細かな事務に対する
改善提案の審査が難しいことや、提案の実
現が難しいなどの課題があるが、一方で研
修等を踏まえて自ら業務の改善に取り組む
職員もいることから、改善事例を庁内で共有
し、展開していくための仕組みを構築するこ

職員提案件数 - 30件 行政経営課 43

⑷ ② 職員の意識改善を促すため、外部講師によ
る職員自主研修「パワーアップラボ」を定期
的に開催する。
重点課題の業務への職員配置にあたっては
職員から公募し、意欲ある職員の活躍を促

総務課

・職員パワーアップラボを８回以上開催する。
・職の公募を活用した人事異動の実施。

・職員パワーアップラボを４回開催した。

▲

・次年度からは、年間３回開催を予定（職員
研修計画において規定）している。

職員自主研修開催数 4回 8回 総務課 44



※◎：計画を超えて実施  ○：計画どおりに実施  △：一部実施  ▲：方向転換  ×：未実施、未着手　　※下線部分は2024年度時点から変更のあった箇所

第３次行財政改革大綱後期行動計画進行管理票とりまとめ一覧（令和７年度実績見込）
行財政改革の体系

行動計画の取組項
目

具体的な取組 担当課 令和７年度計画 令和７年度実績
担当課
の評価

今後に向けた課題等 参考指標
2025年度

（実績見込）
2025年度
（目標）

R6年度
担当課

管理
票P

⑷ ② 【DX】デジタル人材育成研修の実施

総務課
情報政策課

組織内の中核となるデジタル人材を育成す
るため以下の研修を予定している。
①DX推進リーダー研修（受講者20人、各課
のリーダーとして主体的にDX推進に取り組
む職員の育成）
②DX中核職員研修（受講者15人、市の中核
人材として周りを巻き込み取組を推進する職
員の育成）

・計画どおり以下の研修を実施した。
①DX推進リーダー研修（受講者20人、研修
回数５回）
②DX中核職員研修（受講者10人、研修回数
３回）

◎

・業務改善のスキルに加え、技術的な支援
や取組への組織的な理解が得られることで
研修効果が最大化されることが分かったこと
から、情報政策課にて引き続き伴走支援を
できる体制を整えていく。

総務課、
情報政策課

45

⑷ ③柔軟な働き方
の実現

改正育児休業法による、育児休業の制度を
周知する。また、申請者とその所属課長に育
児休業取得を促す。
【DX】テレワークの推進

総務課

・男性育児休業取得新規対象者と、その所
属課長に制度概要を通知し、対象者に取得
を促す。
・育児休業代替任期付職員採用制度の活
用。

・男性育児休業取得新規対象者10名に対し
て10名（全員）が取得した。
・テレワーク利用職員数７名。
・テレワーク実施要綱未作成。

▲

・テレワークについては、市役所の特性から
目標を100名以上として継続することは現実
的ではないこと、また、導入当時の主な目的
が感染症対策であったことを踏まえ、参考指
標の見直しが必要である。

男性職員の育児休業取
得率
テレワーク経験職員数

100％
7名

30%以上
100名

総務課 46


